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 1989年7月10日 付の 「教育基本法(loi d'orientation sur l'馘ucation)」(教 育大臣の名
をとってジョスパ ン法(loi Jospin)と も呼ばれる)は,就 学前教育か ら生涯教育,学 校外
教育,お よび教師教育を含めて,1990年 代そして21世 紀 を展望 しての,フ ランスにおける
総合的な教育の基本理念 と政策措置 を規定 した,極 めて注目すべき重要な法律である。 こ
の法律は,1989年9月 の新学期から直ちに適用実施 され,一 部の領域については既に,教
育改革を具体化するための政令 ・省令が制定 されてお り,改 革が進められてきている。
 ところで この教育基本 法 には,従 来 の法律 には見 られない 「付属報告書(rapport
annex�)」(官 報 において約5頁 分に及ぶ分量)が 付与 されている。付属報告書の性格 は,
この法律の第35条 に規定されているように,今 後5年 間にわたる教育 目標 を,す なわち
「1989年から1994年 までの間の教育のための国の政策 目標」を示す ものである。報告書は,
教育基本法の法律案 とともに提出されたが,国 会において議論 も修正 もな く採択されたも
のであり,法 的価値を持つ ものではない。 しか し,法 律の提案理由,目 的理由としての意
味を有 してお り,法 律の適用実施 において,政 府を拘束するもの としてとらえられている。
この報告書の内容は,教 育基本法に示された教育施策 をより具体化 し,詳 細に示す役割を
持っているものであるが,同 時 に報告書は,現 在のフランスにおける教育課題の現状 と課
題を,総 合的に示 している。すなわちこの報告書は,教 育施策の理念 という面では,国 会
において教育基本法成立に賛成 した社会党(P.S.)な どの教育政策を意味するものである
が,他 方で教育問題の現状認識 という意味では,フ ランスが直面 している全国民的な教育
改革課題 を如実にあらわしているものである。その点か ら本報告書は,今 後のフラ図ス教
育研究にとって意義ある文書 といえよう。
 本研究では,こ の付属報告書全文 の翻訳 を行 う。なお 「フランスの1989年 教育基本法
(ジョスパン法)研 究(1ト 解説 と資料」(長 崎大学教育学部教育科学研究報告第40号,1991
年3月)で は,教 育基本法の制定の背景および特徴 についての分析 をするとともに,法 全
文の訳 を行 っている。あわせて参照されたい。
※なお本研究は,平 成2年 度文部省科学研究費奨励研究(A)「 現代 フランスにおける教育
の地方分権化改革の導入 とその定着に関する研究」(課題番号02710114)の 研究の一環であ
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る 。
付 属 報 告 書 く・app・・t・nn・x6)
Rapport annex馘e la loi d'orientation sur l'馘ucation
(No.89-486 du 10 juillet 1989)
*原 典 は,Journal Officiel de la R駱ublique Fran軋ise, Lois et d馗rets,14 juillet 1989,
 pp.8864-8869.な お,訳 出 上,必 要 な 限 り で の 最 小 限 度 の 注 記 を,※ 印 を 付 し て 括 弧 内
 に 記 入 し た 。
    国 に よ っ て 定 め ら れ た 任 務 と 目標
(les missions et les objectifs fix駸 par la nation)
●教育制度の任務(missions du syst鑪e馘ucatif)
 教育への権利(droit�1'馘ucation et瀝a formation)は,フ ランスにおいて保障され
ている。平等,自 由,非 宗教性(ラ イシテ)と いった基本的原理 を尊重 して,国(Etat)
は,そ の社会的,文 化的 または地理的出身にかかわらずフランス国内において生活してい
る全ての子 どもおよび青年に対 して,こ の権利の行使 を保障 している。
 学校は知識を伝達する ということを,そ の基本的役割 としている。
 教育目標 について検討 し,そ れらの刷新 をすることによって,十 分な責任感 と適応 ・創
造および連帯することのできる能力をもって,自 らの個人的 ・市民的 ・職業的生活を営む
ことができるように,未 来の大人たちそして現在の大人たちを教育することが学校の目的
である。
 教育は,文 化的 ・芸術的活動 を創 り出し実践 しようとする意欲,市 民生活に参加する意
欲を,青 年に発達させるものでなければな らない,と いう理由はここにある。教育制度は
また,全 ての青年に体育 ・スポーツ教育 を保証 し,1984年7月16日 付法律に基づいて,教
育機関におけるスポーツ団体の発展を援助 しなければならない。
 学校 は単に,子 どもと青年の生活の条件を示 している不平等を廃止することができるだ
けでな く,学 校 は機会均等に貢献 しなければならない。学校は,全 ての人に,認 められた
資格水準を獲得できるようにする。'その ことによって人々は,そ れぞれの能力をあらわし,
積極的な生活 に入ることができよう。
 学校 はまた,現 代社会の社会的 ・技術的 ・職業的変化 に,人 々が絶えず適応ができるよ
うにするということを使命 としている。
 教育制度は,知 識の創造,知 識の普及,お よび技術 と経済の進歩に貢献する。高等教育
および研究の基本的任務の一つはそこにある。
 農業省所管の教育は,こ の法律が適用され,こ の法律がその固有の責任権限の下におい
て定める目標に一致する。
● 達 成 す べ き 目標(objectifs濛tteindre)
 教 育 制 度 の 任 務 は,以 下 に示 す 目標 を定 め る こ とに あ る。
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一青年ひとりひとりは,徐 々に自己の進路 を作 り上げてい くもの とする。
一全ての青年は,公 認 された教育水準(少 な くとも職業適格証(certificat d'aptitude




一全ての希望するバカロレア取得者(あ るいはこの資格 と同等 ,も しくはそれを免除され
 た資格者)は,高 等教育を受 けることを認められるものとする。
一今後において教育は,そ の方法および内容によって,国 際的協力および 「ヨーロッパ」
 の建設に開かれるもの とする。
 以上の見通しのもとに,以 下 に示すような,向 こう5年 間にわたる中間的目標
 (objectifs interm馘iaires)が 定められ る。
一何 の資格 も持たずに学校教育 を終える青年の数 を半分に減 らす こと。
-65%の 生徒を,バ カロレアの水準にまで到達させ ること。
一生徒本人およびその家庭が承諾していない進路決定の数を,少 なくとも半分に減 らす こ
 と。
 各教育の段階は,こ れ らの目標 の実現に寄与す る。
 保育学校は幼児に対 して,美 的目覚め,自 分の身体 についての自覚,技 量の獲得,共 同
で生活することを学ぶことによって,言 語の実践力 を発達させ,そ の個性を開花 させるこ
とを可能にする。 また保育学校 は,感 覚,機 能 または知的障害の検診に関与し,ま た幼児
に早熟の扱いをすることを奨励する。
 小学校は,読 み ・書 き ・計算の基礎の学習をすることを,そ の基本的目標 とする。小学
校 は子 どもに対して,現 代社会の時間,空 間,物 についての認識,お よび自分の身体 につ
いての自覚 を広げさせてい く。外国語への導きは,生 徒に世界に目を開かせることに寄与
する。
 コレージュは,同 一年齢の生徒全部を受け入れる。全ての生徒 は,多 様化 した方法によっ
て,第3級(コ レージュの最終学年)に 至ることとなる。コレージュは,小 学校における
学習を深化 させ,ま た生徒の多様性に応 じた教育方法 をとることによって,そ のあらゆる
形態のもとで,言 語の習熟を仕上 げるということを任務 とする。コレージュの生徒は,様 タ
な教科目を通 して推論すること,観 察することを学び,外 国語について日常会話を行い,
第2外 国語 を学び始める。
 このような結果に到達するために,知 識 ・能力 ・学習方法 ・知識の同化 を獲得すること,
批判的精神 を育成すること,感 性 と好奇心 を発展させ ることを,コ レージュの教育は含ん
でいる。生徒は,最 初の進路計画(premier projet d'orientation)を 作 り上 げる。 これら
の要請全体が,そ の特殊性をコレージュに与えている。
 リセは,ひ とりひとりの青年に,そ の個人の進路計画 を実現させる。様々なコースを生
徒達に提供 しつつ,リ セは生徒達 に,そ の後の学習を続 けてい くこと,お よび質の高い職
業生活・市民生活へと入っていけるようにするしっか りとした普通教育(formation g駭駻・
ale)を保証する。リセは,一 人で働 くこと,合 理的思考 をすること,判 断すること,コ ミュ
ニケーションをとること,集 団で働 くこと,責 任 をとること,と いった能力を育 てる。大
多数の生徒を学業の成就へ と助長 し,職 業生活あるいは高等教育へ と進めるようにするた
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めに,リ セは,多 様な普通教育,技 術教育,職 業教育 によって構成され,そ れらは相互に
進路変更 をすることができるように連結されている。
 高等教育 の任務 は 「高等教育 に関する1984年1月26日 付法律Nα84-52」に規定されている
が,高 等教育は,学 問 を創造 し普及する場であり,将 来の管理層,研 究者および教員を準
備する場である。適応性,創 造性,教 育内容の急速 な発展,職 業養成 と一般教養の均衡が,
高等教育 においては当然の ものとな らねばならない。 リセにおいて行われるバカロレア以




 継続教育(formation continue)に よって,教 育 という公役務 は,教 育の全体的水準 と
国民の資格水準を上 げることを促進する。教育 という公役務は,教 育クレジット(cr馘it-
formation)の 実施をおこない,地 方,州 および国の経済発展に寄与する。
     生 徒 ・学 生 に 奉 仕 す る 学 校
(L'馗ole au service des�1钁es et des騁udiants)
●受入れを成功 させる(r騏ssir 1'accueil)
 保育学校 は,子 どもの学校教育においての基本的段階を構成する。子 どものその後の成
功,特 に小学校に向けて,こ の早期の学校教育が好結果をもたらす ということは,今 日で
は満場一致で認められていることである。保育学校 は,知 識の習得に最 も恵 まれない子 ど
もたちのために,明 白な役割を果たす。 これ ら恵 まれない環境にある子 どもたちを2歳 の
段階か ら,そ して全ての子どもたちを3歳 の段階から保育学校に受け入れることは,教 育
政策の目標であ り,そ のために必要な努力が,そ の目標の達成のためになされなければな
らない。
 初等教育お よび中等教育においては,す べての州において,教 育 と職業および社会への
参加(formation et l'insertion professionnelle et sociale)に 関する平等の追求は,受 け
入れるべき人数の変化,様 々なコースの定員の分配(r駱artition des emplois),受 け入れ
の物的条件についての,将 来 を予測 したシステム的な分析 に基づ く。
 リセにあっては,1992年 段階では180,000人 以上の生徒を,2000年 には270,000人 に増 え
た生徒(海 外県,海 外領土および公立,私 立すべてを含む)と なることを予定 している。
これ らの人数の生徒 を受け入れることは,国 によるだけでなく地方公共団体 による,教 職
員の採用,施 設および設備についての建設 と整備についての,強 い,規 則正しい,か つ調
整された努力が求められるということになる。
 1993年 段階には,リ セにおいて35人 以上の学級が存在しないようにすることが,第1の
目標 となる。 そのための措置 は,1990年 か ら始められよう。学校の生徒数 について恵 まれ
ない環境にある学校教育機関に対 して,そ の優先的措置が とられるものとする。
 高等教育 にあっては,過 去10年 間においての,受 け入れの許容力 と条件 においての遅れ
が,学 生定員増(cr6ations d'emplois)と 大学の増設(教 育 ・研究施設,図 書館,ス ポー
ツ施設,学 生のための宿舎および食堂)に 関しての,中 期的および長期的な努力を求 めて
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い る 。
●学校からの排除に対する闘い(lutter contre l'exclusion scolaire)
 学校は,い かなる生徒をもおろそかにすることはできない。同一年齢層の80%の 者が,
バカロレアの水準(資 格水準IV)に まで導 くということは,こ の水準 に達することができ
ないであろう20%の 生徒に対 して,申 し分のない教育 と資格 を施さな くて もよい とい うこ
とではない。
 教育優i先地域(zones d'馘ucation prioritaires(Z. E. P.))の 定義 は,と りわけて教育
的処遇において恵 まれない社会的カテゴリーに由来する,学 校教育 を受けている生徒にも
たらされる危機的状況を防こうとする意図に応 えた ものである。 この教育優先地域におい
ては,2歳 か らの子どもたちの学校教育が奨励 される。
 教育優先地域においてとられる措置は,発 展 していかなければならない。生徒たちの学
校教育の失敗(危 機)の 原因が分析 されるだろうし,そ してあ らゆる措置が,特 に読みの
教育実践によって,失 敗 を修復するためにとられよう。 これらの措置 は同様に,家 庭に関
しての援助行動を含む ものとする。
 複数年度にわたる契約が,学 校 または教育機関と大学区当局の間で とられるもの とする。
この契約 は,調 整者の任命,追 加予算の分配,教 員の特別な教育,教 授 チーム(駲uipes
p馘agogiques※ 教職員集団の こと)を しっか りとさせるための措置を もたらす もの とす
る。
 学校からの排除に対する闘いのための,グ ローバルな教育計画にその活動が結びつ くべ
きパー トナー(partenaires)の 中には,何 といっても父母(parents)が 位置づけられる。
時には学校 と融合することが必要であ り,そ の子 どもたちの後 にうまくついてい く必要を
感 じるように,父 母を受 け入れ,教 育する必要がある。同様 に以下,地 方公共団体,他 の
省庁 に属する職員,様 々な学校外の団体 も,そ のパー トナーである。
●地理的原因に由来する不平等の是正(r馘uire les in馮alit駸 d'origine g駮graphique)
 学校教育の結果においても,教 職員の側面,施 設の側面においても,ま た教育の過程の
組織 においても,い まだに地方,県 あるいは州において大 きな不均衡が存在 している。 こ
のような不平等は,県 の間と,海 外領土 と本国との間において特に大 きいものがある。
 地理的原因による不平等 に対する闘いは,全 国にわたって教育を提供することの平等化
によって,お よび特 に,3歳 の子 ども全てに学校教育 を受けさせるよう発展させてい くこ
とによってなされる。
 さらに,住 居が点在 している地域における学校教育 の政策 は,国 土整備の領域 とともに
定められることになろう。このような政策 は,現 在の状況 をよく分析 し,様 々な関係者(他
の省庁部局,地 方公共団体,諸 団体など)と ともに,発 展を保障す る多目的な活動を教育
機関に付与するために(例 えぼ,農 業省の所管の教育活動,文 化省所管の文化センター,
成人教育),教 育機関のより良い利用を追求することにある。これ ら目標 と方法を決める協1
定が,様 々な関係者の問で取 り交わされる。 これ らの教育機関は,視 聴覚設備については
優先的に行われるもの とする。
18 小野田 正 利
●医療 ・福祉活動 と健康のための教育の促進(favoriser les actions m馘ico-sociales et
                     l'馘ucation pour la sant�)
 不平等 に対する闘いは,ま たハ ンデイキャップの検診(d駱istage des handicaps)を 通
して行われる。保育学校から行われるこの検診は,基 本的義務である。学校保健事業は,
母性保護および小児保護事業 と連携して,教 育チーム(駲uipe馘ucative※ 父母 も含めた
生徒の教育 に関わ りを有する集団),ホ ーム ドクター,社 会事業,お よびこれらの活動に関
与することのできる全ての人々の全体 とともに,中 心的な役割を果たす。
 生活の科学の分野における生徒の教育,健 康,お よび精神的圧迫(ス トレス),有 害な飲
食物の予防のための教育 は,生 徒の父母,教 育チーム,学 校保健事業においても関心事 と
な らねばならない。学校教育計画(projet d'6tablissement,※ 学校ごとでの学校全体の教
育活動の目標 と計画のこと,法 律第18条 および後述 「学校教育計画」の項 を参照)に おい
て も,こ れ らの活動の基本方針を定めることができる。財源配分における優先権 は,最 も
恵 まれない分野にある教育機関に与えられるもの とする。地方による,ま た県によるイニ
シアチヴが奨励されるものとする。更 に,教 員は,教 育活動には保健衛生お よび社会事業
的側面があることを考慮するもの とする。
●障害を持 った子 ども ・青年の学校教育および社会へのインテグ レーシ ョン
 (1'int馮ration scolaire et sociale des enfants et des adolescents handicap駸)
 障害を持 った子 ども ・青年の受け入れは,ま す ます強 く表明されてきている要請 に応え
るものである。 このことについての優先的施策は,障 害者のための1975年6月30日 付基本
法(※ いわゆる 「障害者福祉基本法」(Loi d'orientation en faveur des personnes han・
dicap馥s, No 75-534の ことであり,そ こでは第1条 において,障 害者への教育 ・福祉 ・医
療 ・職業 ・生活の面にわたる総合的保障は国の義務であるとしている)に おいて確認され
ている。そこか ら生じる学校教育におけるインテグレーション(統 合)の 政策の原則 と様
式 は,1982年 と1983年 の国民教育省の通達 に示 されており,こ れ らは現在でも有効である。
子 ども・青年の学校教育 におけるインテグレー ションは,障 害者の社会における,ま た職
業 におけるインテグレーションの過程において,極 めて重要なものである。
 このためのより広範囲にわたる情報伝達が保証 され,学 校 と障害児の家庭の問に新 しい
関係が樹立されなければな らない理由はここにある。父母に対 して,学 校教育機関は,子
どもの学校教育への修学の可能性 について注意深 く検討 を行わなけれぼならないし,あ る
いは場合によっては,他 の機関への入所措置 を検討するために必要な全ての情報 を,父 母
に対 して提供 しなけれぼならない。
 とるべ き措置は,状 況の多様性により良 く対応できるように,分 化 していなけれぼなら
ない。大学区当局は,そ の管轄下において,イ ンテグレーションの計画,お よび障害を持 っ
た生徒の受 け入れに必要な実施か ら生 じる特別の必要性について,考 慮 をしなければな ら
ない。
 更 に,イ ンテグレーションの状況 と学校 における教育の実際を調和 させるために,教 員
養成 と現職教育における再整備を図ることによって,以 上のことに対する教員の関与 を改
善する必要がある。
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● 教 育 に お け る青 年 の権 利 と義 務(les droits et les devoirs des jeunes en formation)
教 育 契 約 に 向 け て(vers un contrat de formation)
 学 校 教 育 とい う公 役 務 の 享 受 者(b駭馭iciaires)と して,生 徒 は,権 利 と義 務 を 有 す る。
これ らの権 利 お よ び義 務 の 行 使 は,市 民 性 の 学 習(apprentissage de la citoyennet�)を
構 成 す る もの で あ る。
 教 員 が 生 徒 に対 して達 成 を求 め て い る教 育 目標 と,生 徒 自 身 の進 路 計 画(projet d'orien-
tation)の 実 現 の 間 の 関 係 に つ い て,生 徒 は 自覚 し な けれ ば な らな い。 それ ゆ え教 員 は,現
実 的 な方 法 で これ らの 目標 を定 め,そ れ を生 徒 に説 明 し,生 徒 と共 に定 期 的 な 総 括 を行 わ
な けれ ば な らな い。 この よ う に して生 徒 は,決 め られ た 目標 との 関 係 で,自 分 を位 置 づ け
る こ とが で き るだ ろ う し,ど こに 自分 が 努 力 を しな けれ ば な らな い か が 解 る こ と にな る。
 こ の よ う に し て,教 育 にお い て,真 の 契 約 に基 づ く教 育(dans la formation une v駻itable
p馘agogie du contrat)が 打 ち 立 て られ る こ とが 肝 要 で あ る。
リセにおける生徒代表委員会の創設(cr6ation dans les lyc馥s du conseil des d�1馮u黌
                 des�1钁es)
 生徒代表委員会は,校 長の主宰のもとに,全 てのクラスの生徒代表によって構成され る。
生徒代表委員会は,学 校生活に関する問題について(校 則,学 校教育計画,社 会一教育活
動),お よび学校教育活動に関する問題について(授 業時間割,補 習授業の様式(modalit駸
de soutien et de rattrapage),進 路指導の過程)諮 問される。 この委員会は,少 なくとも
1学 期に1回,校 長によって招集され,ま たは生徒代表の4分 の3の 要求に基づき臨時会
議が招集される。委員会 は,教 育カウンセラーと協働 して,生 徒代表の職務 に関する教育
について必要事項 と方法 を定 める。生徒代表委員会 は,社 会教育 クラブ(foyer socio
一馘ucatif,※ リセ,コ レージュにおいて設 けられている文化,芸 術,社 会などに関する学
生の活動団体)の 管理運営に関与する。生徒代表委員会は,情 報伝達に有益なあらゆる措
置,お よび高等教育への進学準備に有益なあらゆる措置 を考慮にいれる。
 「学 生 生 活 調 査 所 」(observatoire de Ia vie騁udiante,※ 法 律 第13条 を参 照)は,学 生
生 活 の 諸 条 件(す な わ ち,大 学 で の 学 習 ・研 究,物 的,社 会 的,文 化 的 な 生 活)に 関 す る
有 益 な あ らゆ る情 報 を収 集 す る こ と を任 務 とす る。 学 生 の 諸 組 織 が 運 営 に 関 与 す る この機
関 の 事 業 は,学 生 の 社 会 的 権 利(学 生 食 堂,学 生 寮,保 健,国 か らの援 助)の 実 行 に 関 す
る決 定 を啓 発 しな けれ ば な ら な い。
 学 生 団 体(organisations騁udiantes)を 承 認 す る こ と は,労 働 組 合 的 自由 の 行 使 に 関 す
る権 利 を尊 重 す る こ と を意 味 す る 。 す な わ ち,表 現 の 自由,集 会 の権 利,掲 示 物 を貼 る権
利,施 設 を使 用 す る権 利 を認 め る もの で あ る。
 「高 等 教 育 お よび研 究 全 国審 議 会(Conseil national de l'enseignement sup駻ieur et de
la recherche, C.N.E.S.E.R.)」 また は 「大 学 ・学 校 厚 生 事 業 全 国 セ ン タ ー(Conseil national
des oeuvres universitares et scolaires, C.N.0.U.S.)の 管 理 委 員 会 」 へ の,学 生 団 体 の 出
席 が,代 表 権 を持 つ もの と し て認 め られ る。
 学 生 団体 は,「 選 出 代 表 者 教 育 セ ンタ ー(centres de formation des駘us)」 に割 り当 て
られ る補 助 金 を受 け取 る。 これ らの セ ン タ ー は,上 記 の 諸 機 関 に お い て 代 表 の委 員 席 を有
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す る学 生 団 体 に結 び つ い て,全 国 的 な 構 造 を持 つ こ とに な る。 払 い込 まれ る 基 金 の 利 用 を
コ ン トロ ー ル す る機 関 が 措 置 さ れ る こ とに な ろ う。 「大 学 ・学 校 厚 生 事 業 全 国 セ ン タ ー 」 お
よび そ の 「州 セ ンタ ー(centres r馮ionaux des oeuvres universitaires et scolaires, C.R.
0.U.S.)」 の管 理 運 営 に お い て,学 生 団 体 の役 割 を強 化 す るた め に,学 生 に は 副 議 長 職(vice
-pr6sidences)を 設 置 し
,割 り与 え られ る。
● 家 庭 お よ び 青 年 へ の 援 助(aider les familles et les jeunes)
第6級 か ら第3級 の 生 徒 へ の 教 科 書 の 無 償(gratuit6 des manuels scolaires de la six・
                    i鑪e瀝a troisi鑪e)
 職 業 リセ(lyc馥s professionnel)に お け る第4級 と第3級 に通 う生 徒 は,コ レー ジ ュ の
生 徒 が 教 科 書 無 償 の恩 恵 を受 け て い る の に対 し て,無 償 措 置 を受 け て い な い(※ コ レ ー ジ ュ
は第6級 か ら第3級 まで の4学 年 で あ るが,1980年 度 まで に 無償 措 置 が と られ た 。 これ に
対 して 同 じ学 年 で も職 業 リセ の 場 合 は無 償 とは な っ て い な い)。 職 業 リセ に お け る第4級
と第3級 の 全 て の生 徒 に対 して,教 科 書 の 無 償 を 拡 大 す る こ とが,1990年 度 か ら実 施 さ れ
る もの とす る。
奨 学 金 の 支 給(1'attribution de bourses)
 増 加 し 多様 に な って き て い る社 会 援 助 は,リ セ と高 等 教 育 機 関 の 学 生 数 の 増 加 に 見 合 う
もの とな らな け れ ば な らな い 。
  現 代 的 教 育 を 実 施 す る
(offrir une formation moderne)
●教 育 制 度 の 中心 に位 置 す る生 徒(1'�1黐e au centre du syst鑪e馘ucatif)
 学 校 は,生 徒 に対 し て,知 識 を獲 得 させ,そ の 固 有 の活 動 に よ って 個 性 を作 り上 げ る こ
と を可 能 に し な け れ ぼ な らな い 。 この 目標 の 実 現 の た め に は,時 間 が 必 要 で あ る 。 学 校 が
生 徒 に よ っ て 最 良 に利 用 さ れ る こ とは,学 校 の 基 本 的 な 課題 で あ る。 学 校 で の 生 徒 の 生 活
す る時 間 は,教 科 の 授 業,教 師 の指 導 の 下 で行 わ れ る諸 活 動,ア トリエ に お い て の活 動(des
cours, des travaux dirig駸 et d'atelier),教 師 な どか らの 援 助 を 受 け て の 活 動 と 自主 的 な
活 動(le travail personnel assist馥t le travail personnel autonome)に 分 け られ る。 こ
れ ら の学 校 で の生 徒 の活 動 は,教 授 チ ー ム(駲uipe p鹽agogique)に よ っ て 評 価 され,生
徒 本 人 お よ び そ の 家 庭 に対 し て伝 え ら れ な け れ ぼ な らな い 。 また,そ れ ぞ れ の教 育 の学 習
期(cycle d'enseignement)に つ い て 定 め られ た 週 間 の 時 間 数 を,全 体 と して は超 え な い よ
う に しな けれ ぼ な ら な い 。
● 学 習 段 階 の 課 程 区 分(les cycles d'apprentissage)
 学 習段 階 の課 程 区分(cycle d'apprentissage)と い う概 念,お よ び そ れ らの学 習 期 の 問
の 良 好 な 接 続 関係(ア ー テ ィ キ ュ レー シ ョ ン,bonne articulation)は,ひ と りひ と りの 子
ど も ・青 年 の心 理 的 お よび 生 理 的発 達 を,よ り良 く考 慮 す る こ と を可 能 にす る もの で あ る。
学 習 段 階 の課 程 区 分 は,実 際,心 理 的 な 実 情 で あ る と同 時 に,年 齢 お よび 教 育 へ の受 け入
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れ の 機 構 の概 念 に お い て は っ き り とし た教 育 学 的 な実 情 をあ らわ す も の で あ る。 そ して そ
の 学 習 期 の 期 間 ご と に,教 育 目標 と学 習 指 導 要領(objectifs et programmes)カS定 め られ
る。
一 「前 ・基 礎 学 習 期 」(cycle des pr驤鸞pprentissages)は
,保 育 学 校 の教 育 とす る(※ 満2
 歳,3歳,4歳)。
一 「基 礎 学 習 期 」(cycle des apprentissages)は
,保 育 学 校 に お け る年 長 課 程 に始 ま り,小
 学 校 にお け る初 級 第1学 年 の 終 わ り まで とす る(※ 保 育 学 校 年 長 児 と小 学 校1年 お よび
 2年 生,満5歳,6歳,7歳)。
一 「深 化 学 習 期 」(cycle de consolidation en d'approfondissement)は
,小 学 校 の 残 り3
 年 間 とす る(※ 従 来 の初 級 第2学 年,中 級 第1・ 第2学 年,満8歳,9歳,10歳)。
一 「観 察 期 」(cycle d'observation)(コ レー ジ ュの 第6級 お よび 第5級)
。
一 「進 路 指 導 期 」(cycle d'orientation)(コ レー ジ ュ の第4級 お よび 第3級)
。
一 「進 路 決 定 期 」(cycle de d騁ermination)は
,バ カ ロ レ アへ とつ な が り,ま た職 業 生 活 に
 入 って い く,あ る い は よ り上 級 の教 育 を受 け る こ と を可 能 に す る もの で あ る。 そ こで は
 職 業 教 育 的 課 程(fili鑽es professionnelles)の 方 が む しろ第 一 次 的 目標 に応 え る もの で
 あ り,普 通 教 育 的 ま た は 技 術 教 育 的 課 程(fili鑽es g駭駻ales ou technologiques)は 二
 次 的 目標 で あ る。
一 「高 等 教 育 の3つ の学 習 期 」 は
,1984年1月26日 付 法 律(※Loi No.84-52 du 26 janvier
 1984sur l'enseignement sup駻ieur)に した が っ て組 織 編 成 さ れ る。
 同一 の 学 習 期 内 にお い て は,い か な る 留 年(落 第,redoublement)も 課 す こ とが で き な
い もの とす る。 達 成 す べ き教 育 目標 が,学 習 期 ご とに 定 め られ る。 留 年 を禁 止 す る こ とが
問 題 で は な く,単 に最 大 限,留 年 を制 限 す る こ とに あ る。 とい う の は,し ぼ し ば留 年 は一
つ の 懲 戒 と して受 け とめ られ て お り(souvent v馗u comme une sanction),留 年 は,学
習 の つ まづ き とい う本 当 の特 別 の 場 合(des cas bien particuliers d'馗hec scolaire)に 限
られ な けれ ば な らな い。 重 要 な 学 習 の 困 難 が 現 れ て い る場 合 に は,そ の 学 習 期 にお い て の
1年 の 延 長 が,当 該 生 徒 お よび そ の家 庭 に対 して提 案 さ れ る こ とが で きる。
 この 場 合 に は,特 別 の 教 育 的 措 置 が,そ の 学 習 困 難 を乗 り越 え る べ く生 徒 を援 助 す る た
め に と られ る。
 そ れ ぞ れ の学 習 期 の 最 後 に,特 に以 下 に示 す決 定 が な さ れ る。
一 次 の 学 習 期 に 向 け て の進 路 指 導 。
一 当該 学 習 期 に定 め られ た教 育 目標 に 到 達 す る こ とが で きな か っ た 場 合 に お い て
,更 に1
 年 間 にわ た っ て 学 習 を よ り補 強 す る こ と。
一 生 徒 が 満16歳 を超 え
,か つ 生 徒 本 人 が 自 らそ の 道 を選 択 す る場 合 に お い て の み,職 業 生
 活 に入 っ て い くた め,教 育 シ ス テ ム か ら離 脱 す る こ と。 学 校 は,そ の際,学 校 を去 っ て
 い くこ と とな った 最 初 の1年 間 は,当 該 生 徒 に援 護(accompagnement)を す る こ とを
 保 証 す る。 当該 生 徒 に は,学 校 へ の復 帰 の可 能 性 が 開 か れ て い る。
● 一 つ の 学 習期 か ら次 の 学 習 期 へ の 移 行=教 育 の 連 続 性(les passages de cycles:la
                         continuit鳬ducative)
 保 育 学 校 か ら小 学 校 へ の 入 学,小 学 校 か ら コ レー ジ ュ第6級 へ の 進 学,お よ び リセ へ の
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進学の際 には,生 徒には特に,教 育の連続性が保障されるようにしなければならない。
 これ と同様の精神は,高 等教育において,バ カロレア取得者を受 け入れる際にも貫かれ
なければな らない。 この受 け入れの性質は,次 に示す3重 のレベルでの自発的な行動 に依
拠している。すなわち第1は,中 等教育 と高等教育の間の連続性,第2は,相 補原理 に基
づ く,お よびよく練 られた発展計画の実施 によって具体化されるバカロレア以後の教育全
体に対する真の認識,第3は,大 学の第一期課程の刷新 と多様化である。
●青年は,自 分の進路 を受け入れ るのではなく,自 ら構築する(le jeune construit son
                         orientation au lieu de la subir)
 実際,そ の青年に代わって,誰 も決定をすることはできない。青年がその選択を実行す
るためには,情 報,援 助および助言を受ける。その家族および学校(教 員,校 長,教 育お
よび進路指導関係職員)は,こ れに参加する。しか しながら,青 年が自己の進路の主人公
であるという基本原理は,実 際には,次 の2つ の限界に直面している。第1に,そ の後の
教育 をうまく利用するためには,青 年 自身が,一 定の知識 と一定の資格を獲得 しているこ
とが必要であるという問題である。第2は,教 育を青年に提供するには限界があるという
こと,特 に職業教育 の場合 においては,そ の青年の教育的発達が,そ の就職先の規模 と部
分的に結びついているからである。
 進路決定の際 に争いが生じる場合 には,特 に教育契約(contrat de formation)の 枠組
みにおいて,情 報提供および対話の努力(efforts d'information et de dialogue)を する
ことによって対処することである。進路決定の不一致の事例 を減らすことは,あ らゆる教
育の段階において,ま た学校教育計画(projet d'騁ablissement)に おいて,実 現すべき目
標である。生徒の進路計画を拒絶するといういかなる決定は,明 白な正当な根拠がないか
ぎりは,行 うことはできない。
 生徒の知識 と能力を評価することは,進 路を生徒が構築 してい くためには必要なことで
ある。この評価 は,教 育の一部 をなしている。 このような評価は,可 能な限 り続けられね
ばならない。修了証書(dipl�es)の 交付については,教 育過程における評価 と最終試験
の評価 を組み合わせて行われる。
● 教 育 内 容 に 関 す る見 直 し(une r馭lexion sur les contenus de 1'enseignement)
 教 育 内 容 と学 習 指 導 要 領 につ い て の 根 本 的 な 見 直 し(une r馭lexion en profondeur sur
les contenus de l'enseignement et les programmes)が,今 日必 要 不 可 欠 な もの とな って
い る。 学 校 は,科 学 ・技 術 の 発 展 を 統 合 しな けれ ば な らな い。 この 科 学 ・技 術 の発 展 とい
う こ とが,教 科 の 教 育 内容 お よ び学 習 指 導 要領 の選 択 を作 り上 げ て い くた め に は,決 定 的
な 要 因 とな る。 学 習 指 導 要領 は,同 様 に,生 徒 の個 人 的 成 長 発 達,生 徒 を社 会 お よ び職 業
へ の 参 入 と結 び つ い た要 請 を考 慮 して,ま た 教 育 に 関 す る研 究 と雇 用 状 況 の 進 展 に関 す る
研 究 の成 果,お よび これ まで の学 習 指 導 要 領 に よ っ て 達 成 さ れ た 成 果 を 考 慮 しな け れ ぼ な
ら な い。
 教 育 内 容 に 関 す る総 合 的 な見 直 しが,州 ご との討 論 会 を 開催 す る 中 で,行 わ れ て い く こ
とに な ろ う。見 直 し は,1989年3月 に 出 され た ブ ル デ ュ ー ・グ ロ委 員 会 報 告(rapport Bour-
dieu et Gros,※1988年12月 に,カ リキ ュ ラ ム の 抜 本 的 再 検 討 の た め に設 け られ た10の 教
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科領域の教育内容 ・方法検討委員会)に 示された原則に基づいて,お よび教育の過程 と生
徒の評価様式を組織することか ら引き出される結果 に基づいてなされるものとする。 この
見直しには,十 分な配慮 と時間をもって,研 究の努力をし,全 ての教育実践家,活 動家お
よび教育システムのパー トナーとの協議をす ることとなろう。
 「全国教育課程審議会」(Conseil national des programmes)は,そ の権限を果たすた
めに選ばれた人物によって構成され,学 習指導要領の作成,教 育についての総合的な概念,





● 現 代 テ ク ノ ロ ジ ー の基 本 的 習得(des apprentissages fondamentaux aux technologies
                modernes)
読 み 能 力 か らの 出発(1ancement d'un plan lecture)
 読 み の 基 本 的 学 習 は,全 て の 学 校 教 育 に お け る学 習 を成 し遂 げ る上 で の 決 定 的 な要 素 で
あ る。 と こ ろで 幾 つ か の 研 究 成 果 に よれ ば,生 徒 の2人 の う ち1人 以 下(50%以 下)し か,
読 み に つ い て の 十 分 な 習 得 を し て コ レ ー ジ ュ に 入 学 して い な い と さ れ る。 ミジ ョ ン報 告
(rapport Migeon※ ジ ョス パ ン教 育 大 臣 の 諮 問 に 応 じて1989年1月 に提 出 さ れ た 報 告 書
『学 校 で の 成 功 』(la r黏ssite�1'鹹ole)の こ と。 特 に学 業 成 就 の上 で の 言 語 教 育 の あ り方
を提 言 。)の 勧 告 に し た が っ て,読 み の た め の 真 の 計 画 を 実 行 に 移 す こ とが 緊 急 の 課 題 と
な っ て い る。 読 み の基 本 的 学 習 は,保 育 学 校 か ら コ レ ー ジ ュ の観 察 期 まで は,様 々 な適 応
した 形 態 で,継 続 的 に行 わ れ な けれ ば な らな い 。 この読 み につ い て の基 本 的 学 習 が な され
て い る か ど うか に つ い て,小 学 校 の 初 級 第2学 年 お よ び コ レー ジ ュ の第6級 に進 学 す る全
て の生 徒 に 対 し て,評 価 が 行 わ れ る もの とす る。 この読 み の 基 本 的 学 習 に つ い て は,各 学
校 に お い て 学 習 を支 え,修 復 す る活 動 が 行 わ れ る もの とす る。 読 み の 教 育 は,あ らゆ る学
校 で の活 動 に 極 め て密 接 に組 み込 まれ,ま た 書 くこ との 意 味(1e sens de l'馗rit)を 見 い
だ す 気 持 ち を子 ど も に生 み 出 させ る手 段 と して 認 識 さ れ な けれ ば な らな い 。
教 育 に 関 わ る時 代 テ ク ノ ロ ジ ー(1es technologies modernes au service de 1'馘ucation)
 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ンの 技 術 は普 及 し,家 庭 の 中 に も入 り込 ん で い る。 青 年 た ち は,学 校
の 外 に お い て も,そ れ らの 大 い な る利 用 者 とな って い る コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ンの 技 術 は,学
校 の 活 動 に お い て も役 立 っ て い る 。 さ らに,こ れ ら の技 術(テ ク ノ ロ ジ ー)は,ま す ます
企 業 の 中 に 入 っ て い って い る し,活 動 的 に そ の 教 育 に 関与 す る もの とな って い る。
 教 育 に関 す る視 聴 覚 プ ロ グ ラ ム(programmes audiovisuels)の 出 版 お よび 生 産 の た め の
団 体 機 関 が 飛 躍 的 に創 設 され る こ とに な ろ う。
 初 等 教 育 か ら高 等 教 育 まで の学 校 教 育 機 関 にお け る視 聴 覚 施 設 設 備 の全 国 計 画 の 開 始 は,
これ ら の新 しい テ ク ノ ロ ジー に,教 育 シ ス テ ム を開 く こ と にな ろ う。 設 備 の 管 理 ・維 持 の
条 件 に つ い て は,地 方 公 共 団 体 と と もに検 討 され る こ と とな ろ う。 全 て の新 しい(学 校 の)
建 設 は,地 方 公 共 団 体 の(財 政)能 力 を尊 重 しつ つ,通 信 用 ケ ー ブ ル も含 め て,視 聴 覚 の
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側面を考慮して行われるべ きである。
 情報 というのは,自 律的な技術であ り科学である。 しか しまたそれは,新 しい学習 と教
育状況のより良い個別化を可能にし,ま た論理的能力,構 成する能力を発達させることを
可能にする,教 育の一つの道具である。特 にそれは,学 習のつまづ きの危険に立ち向かう
生徒達のためにもな りうる。1970年 以後始 められ,全 ての人のための情報計画 により強化
されていった学校における情報教育の発展は,教 育研究の努力によって追究 され支持 され
てい くことになろう。
● ヨー ロ ッパ お よ び 国 際 的 視 野 で の 教 育(la dimension europ馥nne et internationale des
                   formations)
 ヨー ロ ッパ の 統 一 の 動 き は,様 々 な 立 法 お よび 規 則 の それ へ の 調 整 が 必 要 とな ろ う(学
校 教 育 修 了 証 書,お よび 人 の移 動 に つ い て の承 認)。 今 後 ます ます,教 育,研 究 お よ び雇 用
の領 域 に お い て の 交 流 と協 同 に,個 々 の 国 が 応 ず べ き も の とな ろ う。 ヨー ロ ッパ の 外 に お
い て も,現 代 フ ラ ンス の青 年 の 教 育 に お い て 考 慮 しな けれ ば な らな い の は,新 しい 国 際 環
境 で あ ろ う。
 全 ヨー ロ ッパ 的視 野 に 開 か れ た教 育 は,好 奇 心,創 造 性,適 応 能 力 を育 成 す る。 この 教
育 は,以 下 に示 す こ とに よ って,外 国 の文 化 に つ い て の 認 識,外 国 語 の学 習 とそ の 修 得 を
発 展 さ せ な け れ ば な らな い 。
一 全 国 の 段 階 で
,小 学 校 に お い て外 国語 の 学 習 の 実 験 を行 う こ と(1a mise en place,�1'
 馗helle nationale, d'une exp駻ience d'apprentissage des langues vivantes �1'馗ole
 primaire)o
一 コ レー ジ ュの 第4級 以後 に お い て
,す べ て の コ レー ジ ュの 生 徒 に対 して,2つ の外 国 語
 を 学 ぶ こ とが で き る よ う提 供 す る こ と。
一 よ り良 く適 合 され た教 育 プ ロ グ ラ ム と方 法 を備 え る こ と に よ っ て
,一 定 の技 術 教 育 お よ
 び職 業 教 育 にお い て,第2外 国 語 の 教 育 を行 う こ と。
一 特 に高 等 教 育 にお い て
,現 在 の 外 国 語 教 育 の有 効 性 に つ い て の改 善 をす る こ と。
●教育についての研究(la recherche en馘ucation)
 教育の質 を改善することは,教 育に関す る研究の領域 において努力をすることを求めて
お り,そ の成果が教員によってうまく実践 ・適合されることを要請 している。教育 に関す
る研究は,生 徒たちが学習を進 め学んでい く中で,ま すます複雑になってきている問題に
直面している教員の要求に応 えるものでなければならない。 また教育の研究は,教 育に関
する責任 を持つ全ての人々に対 して,客 観的な決定要素を提供 しなけれぼな らない。大学
における研究者チームを創立すること(la constitution d'6quipes universitaires),ま た研
究活動に教員が参加することが奨励 され る。
● 学 校 教 育 の リズ ム(les rythmes scolaires)
数 学 年 に わ た る学校 暦 の 創 設 と,新 しいバ ラ ン ス の とれ た一 学 年 度(cr饌tion d'un calen-
                 drier pluriannuel et n�vel駲uilibre de l'ann馥)
 授 業 時 間(temps scolaire)の 組 織 と管 理 につ い て は,欠 陥 が い つ まで も続 い て い る 。 学
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校 教 育 の リズ ム(rythmes scolaires)は,課 業 の 時 間(temps de travail)と,休 憩 時 間
(temps de repos)の 不 規 則 な配 分 を し て い る事 実 に よ っ て,う ま くつ りあ って は い な い 。
さ ら に,授 業 時 間 の 活 用 は,教 育 の 実 際 の 目標 に う ま く適 応 し て い な い の で あ る。 そ れ は
ク ラ ス で過 ごす 時 間(journ馥s de classe)が あ ま りに重 荷 に な っ て い る こ と,む だ な時 間
(temps morts)が あ ま りに 多 い こ と,時 間 の 教 育 的 管 理 に お い て 厳 格 性 と統 一 性(rigidit�
et uniformit�)が あ ま りに強 す ぎ る こ と に あ る。
 教 育 制 度 の 刷 新 と現 代 化 は,教 職 員,家 庭,地 方 公 共 団 体,経 済 生 活 か らの 正 当 な関 心
に配 慮 しつ つ,子 ど も ・青 年 の 要 求 を尊 重 す る,首 尾 一 貫 し た授 業 時 間 の 政 策 を とる こ と
に よ っ て行 わ れ る。 この 政 策 は,学 校 教 育 機 関 お よ び そ れ らの教 授 チ ー ム,教 育 チ ー ム の
意 志 と刷 新 能 力 に基 づ か な け れ ぼ な らな い 。
 この 目標 は,一 日,一 週 間,一 年 間 に お け る学 校 教 育 の 活 動 を う ま く組 織 編 制 す る こ と
に あ る。 一 日 に お い て は,諸 活 動 の 時 間 を う ま く配 分 し,無 駄 な 時 間 を避 け る必 要 が あ る。
ま た 一週 間 にお い て は,講 義 の 時 間,個 人 の 学 習 活 動,学 校 教 育 外 の活 動 に割 り当 て られ
る 時 聞 を,う ま く釣 り合 わ せ る こ とが必 要 で あ る。 そ して 一 年 間 に お い て は,就 業 期 間 と
休 業 期 間 の 交 互 の 新 し い リズ ム(nouveau rythme d'alternance des p駻iodes de travail
et de repos)が,時 間 の よ り良 い 活 用 を可 能 に す る よ う に しな けれ ば な ら な い。 一 年 間 は,
十 分 な 長 さ の休 業 期 間 に よ って 分 け られ る,同 じ よ うな 長 さ の5つ の 就 業 期 間 で構 成 され
る もの とす る。(授 業 期 間 の)コ ン トロー ル の周 期 性 につ い て は,こ の 新 し い一 年 の リズ ム
を必 ず し も まね る こ とは な い 。 複 数 年 にわ た る学 校 暦 が 作 られ る もの とす る。
 この 学 年 度 の バ ラ ン ス を 取 り戻 す こ と は,試 験 を 受 け な い生 徒 た ち に とっ て は,6月 の
終 わ りまで,学 校 教 育 活 動 を継 続 して い く こ とを 意 味 す る こ と とな る。 そ して そ れ は,生
徒 の 評 価 に つ い て,進 路 指 導 の 手 続 き につ い て,ま た 一 日,一 週 間 に お け る学 校 教 育 活 動
の配 分 に関 す る割 り当 て と反 省 に つ い て,よ り良 い組 織 ・編 制 を伴 う もの とな る。 そ れ は,
《子 ど もの時 間 の 調 整 の契 約(contrats d'am6nagement du temps de I'enfant)》 と 《都
市 契 約(contrats de ville)》 の政 策 と同 様 の,契 約 的 政 策 を よ り ど こ ろ と して い る。
● 学 校 外 教 育 活 動(les activit駸 p駻iscolaires)
公 教 育 補 充 諸 団 体 全 国 評 議 会 の 再 開(1a relance du Conseil national des associations
            compl駑entaires de l'enseignement public(C.N.A..C.E.P.))
 学 校 外 教 育 活 動 は,子 ど もた ち の努 力 が よ り良 く釣 り合 い の とれ た もの とな る こ とに寄
与 し,学 校 教 育 の 時 間 を越 え て,子 ど も た ち を世 話 す る こ と を延 長 す る もの で あ る。 但 し
そ れ は,国 に よ り定 め られ た 教 育 活 動 に代 わ る もの で は な い 。 教 育 機 関 の外 に お け る と同
様 に,そ の 内部 にお け る 生 活 リズ ム の 調 整 は,協 調 の 原 理(principe du partenariat)1こ
した が っ て行 わ れ る もの とす る。 そ れ に は,契 約 に よ っ て,学 校,各 種 ス ポ ー ツ 団 体,科
学 的 芸 術 的 お よび 文 化 的性 格 を持 つ もの と して認 め られ た各 種 団体,お よ び地 方公 共 団 体
が 関 与 す る。 これ ら の活 動 の発 展 を 押 し進 め る た め に,「 公 教 育 補 充 諸 団 体 全 国 評 議 会 」
が,再 び活 動 を開 始 す る もの と す る。
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教 師 教 育 お よび 教 職 員 採 用 の 改 善
(mieux former et mieux recruter)
●教員の役割の進展(6volution du r61e des enseignants)
 様々な大衆(生 徒,学 生,職 業生活に入っている成人)の 変化 と,教 育制度が応 えるべ
き新 しい要請が,教 員の役割についての進展(変 化)を もたらしている。
 教員 は,生 徒たちの学校教育活動全体 を組織 している。教員は,授 業をおこない,そ の
指導の下での活動,作 業場での活動を保証 し,個 人の活動に対 して援助をおこない,生 徒
たちの評価をお こない,生 徒たちがその進路計画を実行するよう援助をおこな う。教員は,
様々な外部のパー トナー(父 母,企 業,社 会的・文化的環境,外 部関係者…)と 関係 を持 っ
ている。教員は,1年 間あるいは1学 習期の間において,同 じ生徒たちを受け持つ全ての
教員で構成 されるチームを形成 している。
 教員 というものは単に,自 分が教育する教科お よびそれ らの教育法について熟達 してい
なけれぼならないということだけではな くて,知 識 を獲得する過程,集 団での学習の方法,
評価 の方法,教 育制度そしてその状況について知っていなければならないのである。
 教員の採用の試験(concours de recrutement)は,知 識の水準(niveaux des comaissances),
および教育することについての適性(aptitude瀑nseigner)に ついて,検 査することを目
的 とする。
● 真 の 教 職 専 門教 育 を発 展 させ る こ と(d騅elopper une v駻itable formation profession-
                  nelle)
 1992年 以 後 に お い て,学 士 号 資 格 の 水 準(au niveau de la licence,※ 大 学 へ の 入 学 後,
2年 間 で 大 学 一 般 教 育 修 了 証(DEUG)を 取 得 し,更 に も う1年 で修 了 す る 資 格)で 採 用
さ れ る こ と とな る全 て の 教 員 は,そ の採 用 後 に お い て,教 職 専 門 教 育 を受 け る もの とす る 。
そ れ ら教 員 は,共 通 の 養 成 基 盤(base commune de formation)を 受 け る。 それ は,以 下
に述 べ る3つ の 目標 を も とに構 成 さ れ る もの とす る。
一 教 育 の 状 況(situations d'apprentissage et d'enseignement)を 理 解 し
,コ ン トロ ー ル
 し,発 展 させ る た め に必 要 な 知 識 と能 力 を獲 得 す る こ と。
一 学 校 の 制 度
,学 校 に 関 わ る大 衆,お よ び経 済 的 ・社 会 的 ・文 化 的 環 境 に つ い て の 知 識 を
 身 につ け る こ と。
一 様 々 な コ ミュニ ケ ー シ ョン と情 報 伝 達 の技 術 に お け る能 力 を獲 得 す る こ と
。
 以 上 の共 通 の 幹 は,教 科 の 多 様 性,お よび 教 育 水 準 の 多 様 性 を 考 慮 して,特 別 な 教 育 へ
と枝 分 か れ す る。
 教 員 が 将 来 に お い て ぶ つ か るで あ ろ う問 題 に対 して,そ の知 識 を適 応 させ,ま た 共 同 で
検 討 を行 うた め に,継 続 教 育(formation continue)が 必 要 で あ る。
 良 い条 件 の 下 で,補 助 教 員(ma羡res auxiliaires)カ §外 部 試 験 お よび 内 部 試 験(concours
internes et externes,※ と もに 教 員 養 成 機 関 入 学 の た め の 教 員 採 用 試 験 の こ と)に む けて
の 準 備 が で き る よ う,援 助 す る た め の 優 先 的 行 為 が な され な け れ ぼ な らな い 。
大 学 付 設 教 員 養 成 部 の 創 設(cr饌tion des instituts universitaires de formation des
フランスの1989年 教育基本法(ジ ョスパ ン法)研 究(2) 27
             ma羡res(1.U.F.M.))
 大 学(universit駸)は,研 究 と知 識 の 創 造 の場(lieu de recherche et de cr饌tion du
savoir)で あ る。 教 員 養 成 を統 一 す る こ と(regrouper les formations),そ して 基 本 的 知
識,教 育 法,教 授 方 法 の 獲 得,研 究 へ の 導 き を含 め て,全 て の 教 員 に教 職 専 門 教 育(forma-
tion professionnelle)を 施 す た め に,大 学 と い う機 関 の 制 度 的 な 関 与(engagement
institutionnel des universit�)が 必 要 で あ る。
 「大 学 付 設 教 員 養 成 部 」は,教 員 と して の専 門 的 な初 期 養 成 教 育 を行 い,継 続 教 育 に参 加
す る。
 大 学 付 設 教 員 養 成 部 は,様 々 な領 域 の 教 育 者 の 学 識 経 験(comp騁ences de formateurs
d'horizons divers)を 享 受 す る こ と とな ろ う。す な わ ち大 学 教 員 お よび 研 究 者(universitair-
es et chercheurs),視 学 官(membres des corps d'inspection),師 範 学 校 教 授,コ レー
ジ ュ の普 通 教 育 担 当教 授 の 州 養 成 セ ンタ ー の 研 究 責 任 者(directeurs d'騁udes des centres
r馮ionaux de formation des PEGC),見 習 い 訓 練 に 関 す る国 立 師 範 学 校 教 授(professeurs
des 6coles normales nationales d'apprentissage),教 育 カ ウ ン セ ラ ー(conseillers
p馘agogiques),中 等 学 校 教 員 お よ び 初 等 学 校 教 員(professeurs et instituteurs),そ の 他
外 部 の 関係 者(intervenants ext駻ieurs)(医 師,エ コ ノ ミス ト,心 理 学 者,特 に コ ミュニ
ケ ー シ ョ ン と教 育 に 関 す る そ の 他 の 専 門 家 …)。
高 等 教 育 に お け る教 員 養 成 指 導 の 創 設(cr饌tion d'un monitorat d'initiation�1'enseigne・
                  ment sup駻ieur)
 博 士 課 程 の 期 間 中 に お い て(※ 高 等 教 育 の 第3期 課 程),将 来 の 教 員 一 研 究 者(futurs
enseignants-chercheurs)が,そ の 教 員 と して の職 業 に就 くに あ た っ て の 準 備 を可 能 にす る
た め に,研 究 手 当 に補 足 的 手 当 を付 与 す る教 員 養 成 指 導 の シス テ ム(syst鑪e de monitorat
assorti d'une allocation compl駑entaire de 1'allocation de recherche)を 創 設 す る 。
 これ らの 手 当 を受 け取 る期 間 は,正 式 任 用 さ れ る こ と とな る教 員 一 研 究 者 の職 団 の 中 に,
これ らの 手 当 を受 け取 る者 を 再 分 類 す る こ とに か か わ っ て,コ ン セ イ ユ ・デ タ に よ る政 令
に よ り定 め られ る条 件 に お い て 考 慮 さ れ る も の とす る。 これ らの 期 間 は,退 職 年 金 にか か
わ る権 利(droits瀾ension civile de retraite)の 始 ま り と決 定 に つ い て 有 効 な もの で あ
る。
移 動 休 暇 の 創 設(cr饌tion d'un cong駑obilit�)
 1年 間 の 有 給 休 暇(cong駻駑un駻馘'un an)が,職 業 上 の 移 動 を享 受 す る可 能 性,お
よ び 国 民 教 育 の 機 関 にお い て,公 職 に お い て,ま た は 私 的 分 野 に お い て 職 業 活 動 の 変 化 を
準 備 を す る可 能 性 を,教 員 に与 え る(※ これ は一 種 の サ バ テ ィカ ル 休 暇 で あ り,上 位 の 教
育 職 へ の 昇 進 準 備 あ るい は充 電 の た め の もの で あ る)。 これ に は毎 年,6000人 の教 員 を対 象
とす る。
 同 時 に,公 務 員 と して の職 団 の 法 的 地 位(statuts des corps de fonctionnaires)は,こ
の 教 員 の移 動 を容 易 に す る た め に修 正 が な され る もの とす る。
● 教 員 採 用 に優 先 的 施 策 を お こな う(donner une priorit饌u recrutement)
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 現在か ら1993年 までの問に,毎 年平均 して,10000人 の初等学校教員(instituteurs),お
よび13000人 の中等および高等教育教員(professeurs)が,1994年 か ら1999年 までの間 に,
12000人 の初等学校教員,15000人 の中等お よび高等教育教員が,採 用されなければならな
いもの とする。
 ところで現在の ところでは,毎 年6500人 の初等学校教員,お よび9000人 の中等お よび高
等教育教員の採用をしているが,そ れはすでに重大な困難に立ちいたっている。幾つかの
県および幾つかの州では,資 格ある教員の不足に苦 しんでいる。同様にこの教員不足は,
科学,テ クノロジー といった幾つかの教科 において悪い影響を与 えている。 これらの困難
を解消するために,教 員採用問題への全体的取 り組みに基づ く政策,お よびとりわけて高
等教育の発展に基づ く政策が実施 されるものとする。
 教員需要の問題 に取 り組むために,採 用 についての数年にわたる指標計画が,教 科 目ご
とに設定 されるもの とする。
 教員採用試験への志願者の条件は,特 に年齢制限の廃止を含 めて,簡 素化されるもの と
する。
教育手当の新設(cr饌tion d'allocations d'enseignement)
 これ らの手当は,教 員採用前の構成に貢献するもの とする。1989年 以後,手 当(※ いわ
ゆる採用前手当)を 受 ける学生が,1年 あるいは2年 の間,書 類審査により採用されるも
の とする。彼 ら学生が努力の目標 とする大学教育修了証および採用試験の準備 をする他 に,
彼 ら学生 は,大 学付設教員養成部 において教職への関心をもたせるような講義 を通 して,
また学校および教育機関での学校教育活動および学校外教育活動に参加することを通 して,
教師教育の職業準備教育 を受けるもの とする。いかなる場合 においても,学 級 においての
責任を持 った教育活動 はしてはな らないもの とする。
 これらの手当を受 け取った期間については,彼 らが正式任官されることとなる教員職 団
の中への再分類 に関わって(reclassement des b駭馭iciaires dans les corps d'en-
seignants),コ ンセイユ・デタによる政令によって定められる条件の下で,考 慮 され るもの
とする。 これ らの期間は,退 職年金の権利 にかかわる始 まりと決定について有効 なもの と
する。
● 養 成 教 育 の 改 善 に よ る管 理,技 術,労 務,厚 生,保 健 お よび 事 務 関 係 職 員 の 役 割 の 強 化
 (renforcer le r�e des personnels administratifs, techniques, ouvriers, sociaux, de
 sant馥t de service(A.T.O.S.)par une meilleure formation)
 国 の 公 務 員(fonctionnaires ou agents publics de l'Etat,※ ど ち ら も公 務 員 で あ る が,
前 者 は常 勤 の公 務 員 の み,後 者 は 非 常 勤,臨 時 職 員 を含 め た 広 い 概 念 を指 す)で あ る以 上,
管 理,技 術,労 務,厚 生,保 健 お よ び事 務 関 係 職 員 は,国 の 地 方 機 関 で の 業 務 に お い て,
学 校 教 育 機 関 お よ び大 学 に お い て,あ るい は教 育 を支 え る機 関 あ る い は組 織 に お い て,ま
た 「大 学 ・学 校 厚 生 事 業 全 国 セ ン タ ー(C.N.0.U.S.)」 お よび 「大 学 ・厚 生 事 業 州 セ ン タ ー
(C.R.0.U.S.)」 に 関 す る1955年4月16日 付 法 律 に関 わ る機 関 に お い て,そ れ ぞ れ の 役 割
を果 た す こ とに よ っ て,教 育 とい う公 役 務 の 遂 行 に 協 力 して い る。
 これ ら の職 員 は,生 徒 お よ び学 生 に提 供 され る待 遇 の 質 的 内 容 に つ い て も関 係 して い る 。
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これ ら職員は,学 校教育機関の組織 と運営の調整,お よび教育活動に必要な業務の調整 に
関与 している。 これらの職員は,学 校での生活環境,学 習の条件,お よび充分な厚生およ
び保健に関する保護 を提供することを任務 としている。 これらの職員 は,教 授チームから
の要請に応じて,ま た教授チームの指揮の下に,初 期教育あるいは継続教育の環境に関与
することがで きる。
 これらの職員は,教 育 システムの発展により求められるレベルに,職 員の資格水準 を上
げるために生涯教育(formation permanente)を 受けるもの とする。 これらの職員は,公
役務の利用者,役 務の実行 当事者,お よびそのパー トナーに対 して,公 役務の現代化 と開
放に貢献するもの とする。
  学校 教 育 機 関 の ため の 新 た な ダ イ ナ ミズ ム
(une dynamique nouvelle pour les騁ablissements)
● 学 校 教 育 計 画=一 つ の 原 動 力(le projet d'6tablissement:un�1駑ent moteur)
 各 学 校 お よび 教 育 機 関 に提 起 され て い る主 要 な 問 題 の 一 つ は,社 会 的 ・文 化 的 出 身,お
よ び学 習 の レベ ル,資 質 に お い て 多 様 な 生 徒 た ち を受 け入 れ,そ れ らの 生 徒 た ち を考 慮 に
入 れ つ つ,国 の 目標 を い か に 尊 重 す る か(respecter les objectifs nationaux)と い う こ と
に あ る 。
 教 育 計 画(projet p馘agogique)を 立 て る こ とは,学 校 長 お よ び特 に教 育 カ ウ ンセ ラ ー
を含 め た その 他 の協 力 者 と と も に,教 員 の 役 割 で あ る。
 社 会 文 化 的 お よび 経 済 的 環 境 との 関係,さ らに は 学 校 教 育 の リズ ム,学 校 で の 生 活 の条
件,お よ び学 校 外 教 育 活 動,学 校 教 育 の補 充 的活 動 を含 め た 大 き な 枠 にお い て,教 育 計 画
が 設 定 され る場 合 に しか,こ の 教 育 計 画 は十 分 に は実 現 さ れ な い で あ ろ う。 以 上 の よ うな
要 素 が,学 校 教 育 計 画(projet d'騁ablissement)を 作 り上 げ る た め に,教 育 計 画 に付 け加
え られ る。 この学 校 教 育 計 画 の 策 定 に は,あ らゆ る教 育 共 同 体(communaut鳬ducative)
の 関 係 者 の参 加 と,学 校 の あ ら ゆ るパ ー トナ ー の 参 加 が 必 要 で あ る 。
 こ の 学 校 教 育 計 画 は,大 学 区 当 局 と の 間 で 結 ぶ 契 約(contrat pass饌vec l'autorit�
acad駑ique)に とっ て 基 本 的 な もの とな り,特 別 な財 源 を付 与 す る こ と(attribution de
moyens sp馗ifiques)を 認 め られ る もの とす る 。 こ の学 校 教 育 計 画 につ い て は,学 校 に お
け る 自治 が,国 の 目標 とず れ て い か な い よ うに,そ れ に対 す る評 価 をす る こ とが 必 要 とな
る 。
● 生 徒 の 父 母 は,教 育 共 同 体 に お い て 完 全 な役 割 を持 つ メ ンバ ー で あ る(les parent$
           d'�1黐es membres瀾art enti鑽e de la communat鳬ducative)
 生 徒 の 父 母 は,学 校 教 育 機 関 に お け る永 続 的 な パ ー トナ ー(partenaires permanents)
で あ る。父 母 の情 報 を知 る権 利 お よび 表 現 の 自由(droit�1'information et�1'expression)
は,完 全 に 尊 重(absolument respect�)さ れ な け れ ば な ら な い 。 小 学 校 の 学 校 委 員 会
(conseil d'馗ole)お よ び 中 等 学 校 の管 理 委 員 会(conseil d'administration)は,父 母 に
提 供 され る各 種 集 会 の 機 会 を奨 励 す るた め に,父 母 の 学 校 へ の受 け入 れ,情 報 の 公 開 の 質
的 内容 を改 善 す るた め に,必 要 な措 置 を とる もの とす る。 国 は,国 民 教 育 に 関 す る大 学 区
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段 階 お よび 県 段 階 で の 各 種 審 議 会(conseils acad麥iques et d駱artementaux de 1'馘uca・
tion nationale)に,父 母 団体 の 選 出代 表 が 委 員 と し て 出 席 す る際 の,損 失 費 用(す な わ ち
旅 費 お よび 欠 勤 な どの 損 失 分)を 負 担 す る。
● 資 料 お よ び情 報 セ ン タ ー,大 学 図 書 館,博 物 館 の 拡 充 計 画(un plan pour les centres de
   documentation et d'information,les biblioth鑷ues universitaires et les mus麁s)
 コ レ ー ジ ュ お よ び リセ にお い て は,資 料 お よ び情 報 セ ンタ ー(C.D.1.)が,学 校 教 育 機
関 の 生 活 の 中心 とな る。 す べ て の学 校 教 育 機 関 に,こ の 資 料 お よ び情 報 セ ン タ ー を設 置 普
及 し て い く こ と は,施 設 ・設 備 の 整 備 に つ い て は地 方 公 共 団体 が 努 力 す る こ と を,ま た そ
の セ ンタ ー の 資 料 管 理 の 専 門 職 員(documentalistes)の ポ ス トの 創 設 につ い て は 国 が 努 力
す る こ と を求 め て い る。
 この よ う な 見 通 し にお い て は,資 料 お よ び情 報 セ ン タ ー を設 置 して い な い 限 りは,い か
な る学 校 教 育 機 関 も,開 か れ た もの とは な ら な い で あ ろ う。教 育 優 先 地 域(Z.E.P.※ 前 述
の 「学 校 か らの 排 除 に対 す る 闘 い 」 の項 を参 照)に 関 す る新 し い地 図 の 実 行 に あ た っ て,
こ の 資 料 管 理 の 専 門 職 員 の ポ ス トを もっ て い な い,こ の 教 育 優 先 地 域 内 に あ る 全 て の コ
レ ー ジ ュ に つ い て は,直 ち に調 査 さ れ る も の とす る。 これ らの 資 料 管 理 の専 門 職 員 の ポ ス
トは,1990年 の 学 年 度 以 後 に お い て優 先 的 に創 設 され る もの とす る。 調 整 の た め の計 画 が,
現 在 か ら1993年 まで の 間 に お い て,こ の 領 域 に お い て 蓄 積 され る遅 れ を取 り戻 す た め に,
検 討 に入 る もの とす る。 これ らの 文 書 管 理 の専 門職 員 の専 門 的 お よび 教 育 的 任 務 か ら要 請
さ れ る高 い レベ ル の 資 格 水 準 か ら は,そ れ に ふ さわ しい 身 分 規 程 の 創 設 を必 要 と して い る 。
これ ら の 職 員 の 採 用 に つ い て は,特 別 な 中 等 教 育 教 授 資 格 試 験(certificat d'aptitude
p馘agogique�1'senseignement secondaire(C.A.P.E.S.)sp馗ifique)(外 部 試 験 お よ び
内部 試 験)に よ っ て 行 わ れ な けれ ば な ら な い。
 大 学 図 書 館 に つ い て,重 要 な努 力 が な さ れ る もの とす る。 ミ ッケ ル 報 告(※ コ レー ジ ュ ・
ド ・フ ラ ン ス 教 授 の ア ン ドレ=ミ ッ ケ ル(Andr餉iquel)が 委 員 長 とな り,大 学 図 書 館 の
機 能 と役 割 に つ い て の現 状 と課 題 を明 ら か に し,1989年2月 に提 出 さ れ た ジ ョス パ ン 国 民
教 育 大 臣宛 へ の諮 問 報 告 書)が 強 調 して い る よ う に,文 書 管 理 の施 策 は,大 学 の発 展 の か
な め で あ る。 図 書 館 は,高 等 教 育 機 関 に お い て 現 実 に は そ うな って い な い が,今 後 は よ り
い っ そ う,情 報 集 積 統 合 が 図 られ な けれ ぼ な ら な い。 情 報 資 源 へ 接 近 に つ い て は大 い に 改
善 され る もの と し,ま た情 報 に つ い て の 協 議 に よ る入 手 施 策 が 実 施 さ れ る も の とす る。
 大 規 模 事 業 政 策 の 枠 に お い て実 施 され る,4つ の大 き な博 物 館(す な わ ち,国 立 自 然 史
博 物 館,人 類 博 物 館,科 学 博 物 館,国 立 技 術 博 物 館(grande galerie du Mus騏m, mus馥
de l'Homme, palais de la D馗ouverte, Mus麁 national des techniques))の 改 革 は,国 民
教 育 省 の 所 管 の 下 に あ る そ の 他 の博 物 館 全 体 に対 す る努 力 と と も に行 わ れ る もの とす る 。
● 生 涯 教 育 の た め の 学校 教 育 機 関 の 共 同 の 取 り組 み(le travail en commun des騁ablis-
                     sements pour la formation permanente)
 生 涯 教 育 に 関 与 す る こ とは,学 校 教 育 機 関 お よ び大 学,並 び に そ れ らの 職 員 の 任 務 で あ
る。この任 務 を遂 行 す る た め に,国 民 教 育 の 教 育 機 関 は,成 人 教 育 の た め の 教 育 機 関 グ ル ー
プ(groupements d'騁ablissements pour la formation des adultes(GRETA))に 参 与
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す 。 こ れ ら は 公 益 グ ル ー プ(groupements d'int駻黎 public(G.1.P.))を 構 成 す る こ と が
で き る も の と す る 。
● 高 等 教 育 に お け る相 互 契 約 の 施 策(la politique contractuelle dans 1'enseignement
                 sup駻ieur)
 高 等 教 育 機 関 と国 民 教 育 省 の 間 の 新 し い関 係 の 実 施 は,既 に始 ま っ て お り,ま た学 問 の
創 造 と普 及 へ の 挑 戦 を起 こす た め に 我 々 の能 力 の 決 定 的 な 一 つ の 要 素 を構 成 す る もの で あ
る。 こ の政 策 は 次 の2つ の 原 理 に基 づ い て い る。 す な わ ち第1は,教 育 機 関 の 自治 に真 の
内 実 を与 え る こ と(donner un v駻itable contenu�1'autonomie des騁ablissements)で
あ り,第2は,高 等 教 育 に つ い て の 一 貫 した 国 の努 力 を増 大 させ る こ と(accroltre la coh駻-
ence de l'effort national de formation sup駻ieure)で あ る。 法 の 枠 内 に お い て,同 一 の
州 に あ る大 学 と地 方 公 共 団 体 との 協 議 に よ り,各 教 育 機 関 に よ って 策 定 され る こ と とな る
契 約 は,教 育 機 関 の活 動 全 体 を対 象 とす る もの で あ る 。 す な わ ち初 期 教 育,研 究,教 員 の
養 成,文 書 管 理 施 策,国 際 的 関係 な どで あ る。
  パ ー トナ ー に 学 校 を 開 く
(ouvrir l'馗ole灣es partenaires)
●地方公共団体 との関係(les relations avec les collectivit駸 locales)
 地方分権政策(d鹹entralisation)の 継続 は,学 校 と地方公共団体 との間の協働および協
調の発展 を意味 している。1986年 に確立 された国と地方公共団体の間での権限の配分は,
国民教育の大きな目標 について共に熟慮すること,手 続 きの簡略化への不断の努力 をする
ことを伴わなければならない。
 学校の施設についてのより合理的な利用一 ある学校施設は利用度が低 く,他 方では過密
状態の利用 となっている一,お よび同様に交通手段整備の政策 は,国 と地方公共団体の間
の相互理解 に基づ く進 め方を明らかに示 しうる。
 協調発展計画,大 学 との間の契約の政策,一 定の学校外教育の活動は,教 育の分野にお
いて,国 と共同することを地方公共団体 に可能にしている。地方公共団体 との協調 は,管
理,技 術,労 務,厚 生,保 健および事務関係職員の活動を思い出す機会 にならなければな
らない。 これ らの職員の利用のために施設 を改善するようにすること,お よび新 しいテク
ノロジーに適応 したこれ ら職員の力を借 りるようになる,と いった地方公共団体の注意喚
起が必要である。
● 企 業 との 関 係(les relations avec les entreprises)
 学 校 と企 業 との協 働 は,す で に大 き く発 展 し て きて い る。 そ れ は特 に,1984年 か ら始 め
られ た産 学 協 同 の運 動(campagne de jumelages)に よ っ て,ま た テ ク ノ ロ ジー お よ び職
業 教 育 の発 展 に関 す る法 律(loi portant sur le d騅eloppement des enseignements tech-
nologiques et professionnels)が 国会 に よ っ て採 決 され た こ と に よ っ て い る。 学 校 と企 業
のパ ー トナ ー と して の 協 調 を,特 に学 校 教 育 計 画 の 中 に 明 記 しつ つ,こ の 協 調 を 強 化 し て
い くこ とが,今 日で は可 能 で あ り また必 要 で あ る。 テ ク ノ ロ ジー の手 段 と設 備 の共 同 利 用,
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教員 と企業の社員の交換,お よび地方の発展のためにテクノロジーを転送する活動が,幅
広い有効性を持ちうるということが,実 際上この一環 として存在 している。
  協 議 の 場 を 拡 大 し,合 理 化 す る
(une concertation accrue et rationalis馥)
● 中央 教 育 審 議 会 の 創 設(cr騁ion du Conseil sup駻ieur de 1'馘ucation)
 国 民 教 育 に 関 す る諮 問 機 関 の 改 革 は,そ れ らの パ ー トナ ー の 同 意 に基 づ い て の み,始 め
られ る も の とす る。 い か な る統 合,創 設 ま た は修 正 も,委 員 と して の 代 表 性,お よ び現 在
の機 関 の 運 営 を改 善 す る結 果 とな らな けれ ぼ な ら な い。 こ の よ うな 精 神 の 下 で 「国 民 教 育
高 等 審 議 会(Conseil sup駻ieur de 1'馘ucation nationale(C.S.E.N.))」 お よ び 「普 通 教
育 お よ び技 術 教 育 審 議 会(conseil de l'enseignement g駭駻al et technique(C.E.G.T.))」
は,統 合 され る もの とす る 。 新 しい審 議 会 は,「 中 央 教 育 審 議 会(Conseil sup駻ieur de l'
馘ucation)」 とい う名 称 とな る。
 「大 学 区 国民 教 育 審 議 会(conseils acad駑iques de 1'馘ucation nationale)」 の 権 限 は,
高 等 教 育 に 関 す る こ と ま で 拡 大 さ れ る 。 毎 年,大 学 区 事 務 総 長(recteur chancelier des
universit駸)は,特 にバ カ ロ レ ア 以 後 の教 育 に関 わ る発 展 計 画 を含 む,高 等 教 育 に 関 す る
報 告 書 を 提 出 す る。
               教育制度 を評価する
             (騅aluer le syst鑪e馘ucatif)
 教育制度の任務を適合 させること,学 校教育 を延長するという要請 に応 えること,教 員
の役割,採 用 と養成の形態を発展させ ること,学 校教育機関での活動を改善すること,こ
れ らの任務すべては,多 大の努力を必要 としている。
 この努力は,意 義ある進展が見 られ,か つそれが国民(Nation)に 報告 される場合にの
み,賛 同されるものである。「評価(騅aluati�)」 と 「総括(bilan)」 という2つ の絶対的
要請が,こ の分野について行われるべき活動 を明示 している。
●評価(1'騅aluation)
 評価は,生 徒,学 生,教 職員,学 校教育機関,中 央教育行政,地 方教育行政 といったあ
らゆる教育制度に適用 される。 この評価は,学 校教育機関 とその教員 について競争をさせ
る ということではな く,国 の教育 目標の実施状況を検証 し,そ れが向けられる様々な人々
に合 うよう教育 目標を適応させ,教 育制度全体の永続的な調整を行いつつ,教 育制度の改
善に寄与するものである。
学 校 教 育 機 関 の 段 階(�1'馗helon de 1'騁ablissement)
 評 価 は,ま ず 第1に,生 徒 お よ び教 職 員 に対 して 行 わ れ る。 各 教 員 に対 す る個 人 的 評 価
(appr馗iation individuelle)は,学 校 教 育 機 関 の よ り全 体 的範 囲 に お い て 置 き直 さ れ る。
 地 方 公 施 設 法 人(騁ablissements publics Iocaux)に つ い て,1983年7月22日 付 法 律 の
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第15-8条 に規定された年次報告書(※ 「市町村,県,州 および国の間の権限配分 に関する
法律」(新 権限配分法)に おいて,コ レージュおよび リセが,毎 年作成する,成 果 と到達 目
標 についてまとめた学校教育機関の報告書)は,当 該学校の管理委員会 に提出され,関 係
する地方公共団体および大学区当局に送付される。この報告書は,学 校教育計画(projet d'
騁ablissement)に 関わるものである。
県 お よ び 大 学 区 の 段 階(�1'鹹helon d駱artemental et acad駑ique)
 大 学 区 総 長 お よび 大 学 区視 学 官 は,コ レー ジ ュの 改 革,職 業 バ カ ロ レ ア(baccalaur饌ts
professionnels,※1986年 か ら創 設 され た職 業 リセ の 生 徒 の た め の バ カ ロ レ ア)な どの優 先
的 テ ー マ に関 す る評 価 グ ル ー プ を設 置 す る。
 この作 業 は,中 央 行 政 の権 限 あ る部 局 お よ び 中 央 視 学 部(inspections g駭駻ales)と 協 力
して 行 わ れ る もの とす る。
 国 民 教 育 中央 視 学 部(inspection g駭駻ale de 1'馘ucation nationale)お よび 国 民 教 育
行 政 中 央 視 学 部(inspection g駭駻ale de 1'administration de 1'鹽ucation nationale)は,
そ の 新 しい 組 織 お よび 運 営 の 形 態 に基 づ い て,地 方,州 お よび 全 国 の評 価 を 実施 す る もの
とす る。 これ らの 年 次 報 告 書 は,公 表 され る もの とす る。
● 本 法 の 実 施 状 況 に 関 す る1992年 に お け る第1次 総 括(1e premier bilan d'application de
                         la loi en 1992)
 本 法 の 実 施 状 況 に 関 す る最 初 の総 括 が,1992年 に国 会 に提 出 さ れ,教 育 制 度 に 関 す る全
て の パ ー トナ ー と と もに,そ れ に つ い て 討 議 を行 う もの とす る。
                             (1991年2月28日 受理)
